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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両についての危険状態の発生回数の計数に用いられるプログラムにおいて、
　コンピュータに、
　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し
、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントし、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生
回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危
険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する、
　処理を実行させるための情報管理プログラム。
【請求項２】
　車両についての危険状態の発生回数の計数に用いられる情報管理方法において、
　コンピュータが、
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　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し
、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントし、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生
回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危
険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する、
　処理を実行する情報管理方法。
【請求項３】
　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出す
る手段と、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントする手段と、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数する手段と、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数する手段と、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生
回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危
険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する手段と、
　を備える情報処理装置。
【請求項４】
　車両についての危険状態の発生回数の計数に用いられるプログラムにおいて、
　コンピュータに、
　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し
、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントし、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値で除算し、前記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発
生率を算出する、
　処理を実行させるための情報管理プログラム。
【請求項５】
　車両についての危険状態の発生回数の計数に用いられる情報管理方法において、
　コンピュータが、
　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し
、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
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の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントし、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値で除算し、前記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発
生率を算出する、
　処理を実行する情報管理方法。
【請求項６】
　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出す
る手段と、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントする手段と、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数する手段と、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数する手段と、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値で除算し、前記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発
生率を算出する手段と、
　を備える情報処理装置。
【請求項７】
　複数の車両の走行情報の内、特定のエリアにおける危険状態の発生した時刻が所定の時
間幅内であり、且つ、前記危険状態の発生した場所が所定の距離範囲内となる危険状態の
発生回数を計数し、
　計数した前記発生回数を前記複数の車両の走行情報の前記特定のエリアにおける危険状
態の総発生回数から減算した値と、前記特定のエリアを通過した車両数とを用いて前記場
所における危険状態の発生率を算出する
　処理をコンピュータに実行させるための情報管理プログラム。
【請求項８】
　複数の車両の走行情報の内、特定のエリアにおける危険状態の発生した時刻が所定の時
間幅内であり、且つ、前記危険状態の発生した場所が所定の距離範囲内となる危険状態の
発生回数を計数し、
　計数した前記発生回数を前記複数の車両の走行情報の前記特定のエリアにおける危険状
態の総発生回数から減算した値と、前記特定のエリアを通過した車両数とを用いて前記場
所における危険状態の発生率を算出する
　処理をコンピュータが実行する情報管理方法。
【請求項９】
　複数の車両の走行情報の内、特定のエリアにおける危険状態の発生した時刻が所定の時
間幅内であり、且つ、前記危険状態の発生した場所が所定の距離範囲内となる危険状態の
発生回数を計数する手段と、
　計数した前記発生回数を前記複数の車両の走行情報の前記特定のエリアにおける危険状
態の総発生回数から減算した値と、前記特定のエリアを通過した車両数とを用いて前記場
所における危険状態の発生率を算出する手段とを
　備える情報処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、情報管理プログラム、情報管理方法及び情報処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、車両の走行距離、走行速度、急発進、急加速、急減速といった加減速等の、走行
中の車両の運行状況を、ＧＰＳ（Global Positioning System）機能により取得した位置
情報等と対応付けて記録する車載可能な運行記録装置が知られている。運行記録装置で記
録された運行状況は、例えば、可搬型の記録媒体や運行記録装置の通信機能を介して、車
両の運行管理を行う管理センター等のＰＣ（Personal Computer）、サーバといった情報
処理装置に収集される。車両の運行管理を行う管理センター等の情報処理装置には、複数
の車両から収集された運行状況が登録される。
【０００３】
　情報処理装置では、例えば、予め記憶・保持した地図情報等と走行中の車両の位置情報
等に対応付けて記録された運行状況のデータとから、走行経路における急ブレーキ等の危
険状態が発生した発生地点を特定する。特定された危険状態の発生地点は、その発生頻度
に応じて、例えば、走行経路が含まれる地図情報等と対応付けて集計され、危険状態多発
地帯として登録される。登録された危険状態多発地帯に係る情報は、例えば、情報処理装
置を介し、運行記録装置等を搭載する車両に提示される。提示を受けた車両の運転車等で
は、例えば、走行中の車両が登録された危険状態多発地帯を通過する前に急ブレーキ等の
危険状態を認識できるため、注意が喚起され、該危険状態多発地帯の通過時の安全性を高
めることができる。
【０００４】
　なお、本明細書で説明する技術に関連する技術が記載されている先行技術文献としては
、以下の特許文献が存在している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００３－１２３１８５号公報
【特許文献２】特開２００２－２２２４９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上述の、走行経路における急ブレーキ等の危険状態の検出は、複数の車両から収集され
た異なる運行状況のデータに基づいて行われる。
【０００７】
　ところで、例えば、多重ブレーキの発生といったように、一の急ブレーキが発生する事
象に対して、複数の車両が関わる場合がある。一の急ブレーキ事象に関わる複数の車両毎
の急ブレーキ情報が発生回数として計上されると、特定された急ブレーキ等の発生地点に
対する発生回数が重畳されてしまう。この結果、危険状態多発地帯の処理の際に、一の急
ブレーキ発生事象であるにも関わらず、発生頻度が高くなり、危険状態多発地帯であると
誤って認識されてしまう虞がある。
【０００８】
　１つの側面では、本発明は、経路上の危険地点の検出精度を向上する技術の提供を目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記技術は、次の情報管理プログラムの構成によって例示できる。すなわち、車両につ
いての危険状態の発生回数の計数に用いられる情報管理プログラムは、コンピュータに、
車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生場
所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し、
抽出した第１の時刻と第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、第１の発生場所と第
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２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、第１の車両の危険状態の発
生と、第２の車両の危険状態の発生とを統合して１つの危険状態の発生としてカウントす
る、処理を実行させる。
【発明の効果】
【００１０】
　上記の情報管理プログラムによれば、経路上の危険地点の検出精度を向上する技術が提
供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施形態の情報処理システムを例示する図である。
【図２】一の急ブレーキが発生する事象に対して複数の車両が関わる多重ブレーキの発生
状態を説明する図である。
【図３】本実施形態の情報処理装置のハードウェア構成を例示する図である。
【図４】本実施形態の情報処理装置で生成された危険状態多発地帯情報の表示例を示す図
である。
【図５】危険状態多発地帯テーブルを例示する図である。
【図６】本実施形態の危険状態多発地点分析処理を例示するフローチャートである。
【図７】本実施形態の危険状態多発地帯の情報の通知例を説明する図である。
【図８】本実施形態の危険状態多発地帯の情報の通知例を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、図面を参照して、一実施形態に係る情報処理システムについて説明する。以下の
実施形態の構成は例示であり、情報処理システムの構成には限定されない。
【００１３】
　以下、図１から図８の図面に基づいて、一実施形態に係る情報処理システムを説明する
。
＜実施例＞
〔システム構成〕
　図１に、本実施形態の情報処理システムを例示する。図１に例示の情報処理システム１
は、例えば、複数の車両の運行状況を収集し、急ブレーキ等の危険状態が発生した発生地
点を危険状態多発地帯として提示する、運行管理支援システムといった機能を有する。運
行状況には、例えば、車両の走行距離、走行速度、急発進、急加速、急減速といった加減
速等の走行中の車両状態を示す情報が含まれる。運行状況は、例えば、ＧＰＳ（Global P
ositioning System）機能等で取得された走行中の車両の位置情報等と対応付けられて記
録される。
【００１４】
　図１に例示の情報処理システム１において、例えば、情報処理装置１０は、車両に搭載
された運行記録装置が記録した、走行中の車両の運行状況を、可搬型の記録媒体や運行記
録装置の通信機能を介して収集する。そして、情報処理装置１０は、予め記憶・保持した
地図情報等と運行状況のデータとから、走行経路における急ブレーキ等の危険状態が発生
した発生地点を特定する。特定された危険状態の発生地点は、その発生頻度に応じて、例
えば、走行経路が含まれる地図情報等と対応付けられて、危険状態多発地帯として登録さ
れる。登録された危険状態多発地帯に係る情報は、例えば、情報処理システム１を介し、
運送事業者等の運行管理を行う管理装置１３、車両に搭載された運行記録装置１２に提示
される。情報処理システム１を介して管理装置１３、運行記録装置１２に提示された危険
状態多発地帯に係る情報は、運送事業者等の運行管理者、運行記録装置１２が搭載された
車両の運転者等に通知される。
【００１５】
　本実施形態の情報処理装置１０は、危険状態の発生頻度の算出において、例えば、一の
急ブレーキが発生する事象に対して、複数の車両が関わる急ブレーキ等の危険状態を特定
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する。そして、本実施形態の情報処理装置１０は、一の急ブレーキが発生する事象に対し
て計数された急ブレーキの発生回数から、重畳して計数された複数の車両が関わる急ブレ
ーキの発生回数を除いて発生頻度を算出する。本実施形態の情報処理装置１０は、複数の
車両が関わる急ブレーキの発生回数を除いて算出された発生頻度から危険状態多発地帯を
特定することにより、経路上の危険地点の検出精度を向上することができる。
【００１６】
　図２に、本実施形態の情報処理システム１で対象とする、一の急ブレーキが発生する事
象に対して複数の車両が関わる多重ブレーキの発生状態を説明する図を例示する。図２に
例示の説明図において、多重ブレーキの発生地点は、図中の上下方向に延伸する経路Ａと
図中の左右方向に延伸する経路Ｂとが交差する交差点Ｐである。経路Ａの道路幅と経路Ｂ
の道路幅との関係は、経路Ａの道路幅＜経路Ｂの道路幅の関係にあり、経路Ａを走行する
車両は、経路Ｂを走行する車両に対して徐行等により安全確認が課せられる。
【００１７】
　また、図２に例示の説明図において、太線で囲まれた矩形領域Ｅ１は、多重ブレーキの
発生地点を含む地図データ上のメッシュＩＤで区分される領域である。矩形領域Ｅ１とし
て、例えば、基準地域メッシュである３次メッシュコード（約１ｋｍ×１ｋｍ）で区分さ
れた領域が例示できる。また、矩形領域Ｅ１は、例えば、３次メッシュをさらに細分化し
た、１／２メッシュコード、１／４メッシュコード、１／８メッシュコード等で区分され
る領域であってもよい。
【００１８】
　図２に例示の交差点Ｐにおいて、例えば、交差点Ｐの手前から経路Ｂを右方向に進行す
る車両では、交差点Ｐの手前から経路Ａを下方向に進行する車両に対して建物Ｃが遮蔽物
となるため見通しが不良となる。また、例えば、交差点Ｐの手前から経路Ａを下方向に進
行する車両では、同様に、交差点Ｐの手前から経路Ｂを右方向に進行する車両に対して建
物Ｃが遮蔽物となるため見通しが不良となる。経路Ａの走行車両は、例えば、経路Ｂの車
両確認を行うため、経路Ｂの道路幅の直前位置にまで車両を進めて安全確認を行う。一方
、例えば、経路Ｂを走行中の車両は、建物Ｃに遮蔽された経路Ａから車両が現れるため、
急ブレーキや急ハンドルといった操作で走行中の車両停止、或いは、進行方向を変更して
経路Ａから現れた車両との衝突を回避しようとする。このため、図２に例示の経路Ｂを走
行する車両Ｄ１では、例えば、建物Ｃに遮蔽された経路Ａから現れた車両との衝突を回避
するため、急ブレーキ、急ハンドルといった危険状態が発生する。
【００１９】
　図２の説明図において、経路Ｂを先行して右方向に進行する車両Ｄ１に発生した急ブレ
ーキ等が、本実施形態の情報処理システム１で対象とする、一の急ブレーキが発生する事
象である。そして、車両Ｄ１に後続する車両Ｄ２、Ｄ３では、車両Ｄ１の急ブレーキ操作
等を起因とする急ブレーキ操作等が発生し得る。図２の説明図において、例えば、車両Ｄ
１に後続する車両Ｄ２、Ｄ３に急ブレーキ操作等が発生した場合、車両Ｄ１の急ブレーキ
操作等を含め、交差点Ｐに対する危険状態の発生回数が「３回」と重畳して計数される。
【００２０】
　本実施形態の情報処理システム１では、例えば、図２の説明図において、車両Ｄ１に発
生した急ブレーキ操作等を交差点Ｐに対する危険状態の発生回数として計数し、車両Ｄ１
の急ブレーキ操作等に起因して発生した車両Ｄ２、Ｄ３の危険状態は計数しない。このた
め、本実施形態の情報処理システム１で計数された、交差点Ｐに対する危険状態の発生回
数は「１回」となる。
【００２１】
　例えば、本実施形態の情報処理システム１の情報処理装置１０は、急ブレーキの計数の
際に、所定の条件により、計数された急ブレーキの総発生回数から、一の急ブレーキが発
生した事象を起因とする、他の重畳した急ブレーキの発生回数を特定する。本実施形態の
情報処理装置１０は、例えば、一の急ブレーキの発生事象に対し、他の急ブレーキの発生
事象が所定の範囲内、且つ、所定の時間差内であることを判定条件として、発生地点に対
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する重畳した急ブレーキの発生回数の特定処理を行う。
【００２２】
　なお、発生地点に対する重畳した急ブレーキの発生回数の特定処理の判定条件として、
所定の範囲内とは、例えば、地図情報に含まれる道路データに対応付けられた交通規制速
度に応じて設定できるとしてもよい。例えば、所定の範囲として、交通規制速度で走行中
の車両の、停止するまでの停止距離が例示できる。
【００２３】
　ここで、停止距離は、危険を検知して制動措置を取るまでの空走時間に対する空走距離
と制動措置により車両が停止するまでの制動距離の加算として算出できる。例えば、車速
５０ｋｍ／ｈでの、通常人の平均的な空走時間は０．７５秒とされるため、空走距離は約
１０．４ｍとなる。また、例えば、制動距離は、（制動前の車速（ｋｍ／ｈ）2／（２５
４×路面との摩擦係数））として算出でき、乾燥路面での摩擦係数は約０.７であるため
、車速５０ｋｍ／ｈでの制動距離は約１４．１ｍとなる。従って、車速５０ｋｍ／ｈでの
停止距離は、約２４．５ｍとなる。
【００２４】
　図２の説明図では、所定の範囲として、上述した停止距離を半径値ｒ１とした領域円と
している。このため、例えば、車両Ｄ１に対し、停止距離を半径値ｒ１とした領域円内の
車両Ｄ２が判定条件である所定の範囲内に含まれることとなる。同様に、車両Ｄ２に対し
ては、領域円内の車両Ｄ１、Ｄ３が判定条件である所定の範囲内に含まれる。なお、図２
の説明図では、所定の範囲として半径値ｒ１の領域円としているが、例えば、車両を中心
として前後左右に距離ｒ１の矩形領域とするとしてもよい。また、所定の範囲は、車両毎
に設定するとしてもよい。例えば、車両Ｄ１に対する所定範囲は半径値ｒ１とし、車両Ｄ
２に対する所定範囲は半径値ｒ２、車両Ｄ３に対する所定範囲は半径値ｒ３とするとして
もよい。経路を走行する車両種別等に応じて所定範囲を設定できる。
【００２５】
　また、発生地点に対する重畳した急ブレーキの発生回数の特定処理の判定条件として、
所定の時間差内とは、例えば、地図情報に含まれる道路データに対応付けられた道路交通
規制速度に応じて設定できるとしてもよい。例えば、所定の時間として、上述の停止距離
と同様に、道路交通規制速度で走行中の車両の、停止するまでの停止時間が例示できる。
【００２６】
　停止時間は、例えば、危険を検知して制動措置を取るまでの空走時間と制動措置により
車両が停止するまでの制動時間の加算として算出できる。例えば、車速５０ｋｍ／ｈでの
、通常人の平均的な空走時間は０．７５秒である。また、制動時間は、（車速（秒速）／
（重力加速度（９．８）×（路面との摩擦係数））として算出できる。乾燥路面での摩擦
係数を約０.７とすれば、車速５０ｋｍ／ｈでの制動時間は約２．０２秒となり、停止距
離は、約２．７８秒となる。なお、所定の時間差は、例えば、車両毎に設定するとしても
よい。経路を走行する車両種別等に応じて所定の時間差を設定できる。
【００２７】
　本実施形態の情報処理システム１の情報処理装置１０では、複数の車両が関わる危険状
態の発生事象に対し、所定の範囲内、時間差内であることを条件とし、多重ブレーキ等の
発生を判定する。この結果、本実施形態の情報処理システム１では、一の急ブレーキが発
生する事象に対して複数の車両が関わる場合であっても、重畳して計数された複数の車両
が関わる急ブレーキの発生回数を除くことができ、危険地点の検出精度を向上できる。
【００２８】
　図１に戻り、情報処理システム１は、ネットワークＮに接続された情報処理装置１０、
記憶装置１１、運行記録装置１２、管理装置１３を有する。情報処理装置１０は、記憶装
置１１と接続する。運行記録装置１２、管理装置１３は、ネットワークＮを介して情報処
理装置１０に接続する。ネットワークＮは、例えば、インターネット等の公衆ネットワー
ク、携帯電話網等の無線ネットワーク、ＬＡＮ（Local Area Network）等のネットワーク
を含む。ネットワークＮには、例えば、複数の運行記録装置１２、管理装置１３が接続さ
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れ得る。また、ネットワークＮには、例えば、交通情報通信システム（ＶＩＣＳ：Vehicl
e Information and Communication System）等の、天候状態、事故情報、交通規制情報等
を含む交通情報を配信する情報処理装置が接続されるとしてもよい。
【００２９】
　図１に例示の情報処理システム１において、情報処理装置１０は、例えば、運行管理支
援システム等に設けられたパーソナルコンピュータ（ＰＣ、Personal Computer）、サー
バ等のコンピュータである。情報処理装置１０には、例えば、ネットワークＮを介して接
続された運行記録装置１２により、走行中の車両の運行状況が、時刻情報、車両を識別す
る識別番号、ＧＰＳ等で取得した位置情報等と対応付けて登録される。運行状況には、例
えば、走行距離、走行速度、急発進、急加速、急減速といった加減速等の情報が含まれる
。また、時刻情報には、西暦、月暦、日暦、時分秒といった情報が含まれる。また、情報
処理装置１０には、ネットワークＮを介して接続された管理装置１３から、可搬型の記録
媒体を介して取得した運行状況が登録される。運行記録装置１２、管理装置１３を介して
登録された運行状況は、例えば、記憶装置１１の運行情報ＤＢ１１３に格納される。
【００３０】
　記憶装置１１は、各種プログラムおよび各種データを格納する記憶媒体を備えた記憶装
置である。記憶装置１１は、外部記憶装置とも呼ばれる。記憶装置１１としては、例えば
、ソリッドステートドライブ装置、ハードディスクドライブ装置等がある。また、記憶装
置１１は、ＣＤ（Compact Disc）ドライブ装置、ＤＶＤ（Digital Versatile Disc）ドラ
イブ装置、ＢＤ（Blu-ray Disc）ドライブ装置等の可搬記録媒体を含むことができる。な
お、情報処理装置１０、記憶装置１１は、例えば、ネットワーク上のコンピュータ群であ
るクラウドの一部を構成するものであってもよい。
【００３１】
　記憶装置１１には、情報処理装置１０が参照し、或いは、管理するデータの格納先とし
て、地図情報ＤＢ１１１、交通情報ＤＢ１１２、運行情報ＤＢ１１３、多発地点情報ＤＢ
１１４等が含まれる。
【００３２】
　地図情報ＤＢ１１１には、危険状態の発生地点の特定に使用される地図情報が格納され
る。地図情報には、主要な施設名、道路データ（各道路のルートや距離、道路幅、交通規
制速度等）、交差点の識別情報、地名データ、地図データ等のＰＯＩ（Point Of Interes
t）が含まれる。交通情報ＤＢ１１２には、例えば、ＶＩＣＳといった交通情報通信シス
テム等から配信される交通情報が格納される。
【００３３】
　運行情報ＤＢ１１３には、例えば、ネットワークＮを介して接続された運行記録装置１
２、管理装置１３から取得した車両毎の運行状況が格納される。多発地点情報ＤＢ１１４
には、例えば、本実施形態の情報処理装置１０により特定された危険状態多発地帯の情報
が地図情報等と対応付けられて格納される。
【００３４】
　運行記録装置１２は、例えば、走行中の車両の運行状況を記録するデジタルタコグラフ
、ドライブレコーダ、イベントレコーダといった車載可能な装置である。運行記録装置１
２は、例えば、ＧＰＳ機能、ネットワークＮへの接続機能を有する。また、運行記録装置
１２は、例えば、情報処理装置１０で特定された危険状態多発地帯情報の通知を受け、運
転者等に提示する機能を有する。
【００３５】
　なお、運行記録装置１２は、例えば、ＧＰＳ機能を有するナビゲーション装置と、ＰＣ
、タブレットＰＣ、ＰＤＡ（Personal Digital Assistant）、スマートフォン、携帯電話
等の通信機能を有する情報処理装置が連動するとしてもよい。また、例えば、ＧＰＳ機能
を有する情報処理装置が運行状況を記録する装置と連動し、ＧＰＳ機能、ネットワークＮ
への接続機能を有するとしてもよい。
【００３６】
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　管理装置１３は、例えば、運送事業者等の配送センター等に設けられた運行管理を行う
ＰＣ、サーバ等のコンピュータである。管理装置１３は、例えば、可搬型の記録装置に記
録された運行状況を、ネットワークＮを介して接続された情報処理装置１０に出力する。
また、管理装置１３は、ネットワークＮを介して情報処理装置１０で特定された危険状態
多発地帯情報の提示を受ける。運行管理の管理者等は、例えば、提示された危険状態多発
地帯情報に基づいて、運転者等に対する安全指導等を行うことができる。
【００３７】
　図３に、情報処理装置９０のハードウェア構成を例示する。図３に例示する情報処理装
置９０は、いわゆる一般的なコンピュータの構成を有している。図１に例示する、情報処
理装置１０、運行記録装置１２、管理装置１３は、例えば、図３に例示する情報処理装置
９０によって実現される。
【００３８】
　情報処理装置９０は、接続バスＢ１によって相互に接続されたＣＰＵ（Central Proces
sing Unit）９１、主記憶部９２、補助記憶部９３、入力部９４、出力部９５、通信部９
６を有する。主記憶部９２及び補助記憶部９３は、情報処理装置９０が読み取り可能な記
録媒体である。
【００３９】
　情報処理装置９０は、ＣＰＵ９１が補助記憶部９３に記憶されたプログラムを主記憶部
９２の作業領域に実行可能に展開し、プログラムの実行を通じて周辺機器の制御を行う。
これにより、情報処理装置９０は、所定の目的に合致した機能を実現することができる。
【００４０】
　図３に例示の情報処理装置９０において、ＣＰＵ９１は、情報処理装置９０全体の制御
を行う中央処理演算装置である。ＣＰＵ９１は、補助記憶部９３に格納されたプログラム
に従って処理を行う。主記憶部９２は、ＣＰＵ９１がプログラムやデータをキャッシュし
たり、作業領域を展開したりする記憶媒体である。主記憶部９２は、例えば、ＲＡＭ（Ra
ndom Access Memory）やＲＯＭ（Read Only Memory）を含む。
【００４１】
　補助記憶部９３は、各種のプログラム及び各種のデータを読み書き自在に記録媒体に格
納する。補助記憶部９３には、オペレーティングシステム（Operating System :ＯＳ）、
各種プログラム、各種テーブル等が格納される。ＯＳは、通信部９６を介して接続される
外部装置等とのデータの受け渡しを行う通信インターフェースプログラムを含む。外部装
置等には、例えば、接続されたネットワーク上の、他のサーバ等の情報処理装置、外部記
憶装置、通信機能を有する装置等が含まれる。
【００４２】
　補助記憶部９３は、例えば、ＥＰＲＯＭ（Erasable Programmable ROM）、ソリッドス
テートドライブ装置、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ、Hard Disk Drive）装置等であ
る。また、補助記憶部９３としては、例えば、ＣＤドライブ装置、ＤＶＤドライブ装置、
ＢＤドライブ装置等が提示できる。記録媒体としては、例えば、不揮発性半導体メモリ（
フラッシュメモリ）を含むシリコンディスク、ハードディスク、ＣＤ、ＤＶＤ、ＢＤ、Ｕ
ＳＢ（Universal Serial Bus）メモリ、メモリカード等がある。
【００４３】
　入力部９４は、ユーザ等からの操作指示等を受け付ける。入力部９４は、入力ボタン、
キーボード、ポインティングデバイス、ワイヤレスリモコン、マイクロフォン、カメラ等
の入力デバイスである。また、入力部９４には、運行状況を取得するための速度センサ、
Ｇセンサといった各種センサ、ＧＰＳ受信機等が含まれる。入力部９４から入力された情
報は、接続バスＢ１を介してＣＰＵ９１に通知される。
【００４４】
　出力部９５は、ＣＰＵ９１で処理されるデータや主記憶部９２に記憶されるデータを出
力する。出力部９５は、ＣＲＴ（Cathode Ray Tube）ディスプレイ、ＬＣＤ（Liquid Cry
stal Display）、ＰＤＰ（Plasma Display Panel）、ＥＬ（Electroluminescence）パネ
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ル、有機ＥＬパネル、プリンタ、スピーカ等の出力デバイスである。通信部９６は、例え
ば、ネットワークＮ等とのインターフェースである。
【００４５】
　運行記録装置１２は、例えば、ＣＰＵ９１が補助記憶部９３に記憶されているＯＳ、各
種プログラムや各種データを主記憶部９２に読み出して実行することにより、運行状況を
位置情報と対応付けて記録することができる。また、例えば、運行記録装置１２は、記録
された運行状況を車両を識別する識別情報と対応付けて定期的に接続されたネットワーク
Ｎに出力することができる。その結果、運行記録装置１２は、ネットワークＮを介して接
続された情報処理装置１０に対し、走行中の車両の運行状況を登録することができる。ま
た、運行記録装置１２の利用者は、例えば、情報処理装置１０により特定された危険状態
多発地帯情報等の提示を受けることができる。提示された危険状態多発地帯情報等は、例
えば、ＥＬパネルといった出力デバイスに表示され、スピーカといった出力デバイスを介
して報知される。
【００４６】
　管理装置１３は、例えば、ＣＰＵ９１が補助記憶部９３に記憶されているＯＳ、各種プ
ログラムや各種データを主記憶部９２に読み出して実行することにより、ブラウザ機能を
実現する。その結果、管理装置１３の利用者は、ネットワークＮを介して接続された情報
処理装置１０に対し、可搬型の記録媒体に記録された運行状況を登録することができる。
また、管理装置１３の利用者は、例えば、情報処理装置１０により特定された危険状態多
発地帯情報等の提示を受けることができる。提示された危険状態多発地帯情報は、例えば
、ＥＬパネルといった出力デバイスに表示され、また、プリンタといった出力デバイスに
出力され、運転者等に対する安全指導等に使用することができる。
【００４７】
　情報処理装置１０は、例えば、ＣＰＵ９１が補助記憶部９３に記憶されているＯＳ、各
種プログラムや各種データを主記憶部９２に読み出して実行する。これにより、情報処理
装置１０は、例えば、図１に例示する運行情報受信部１１０、危険状態多発地点分析部１
２０、多発地点情報送信部１３０、危険状態多発地点地図表示部１４０としての機能を実
現する。
【００４８】
　なお、各機能部のうち、いずれかが、他の情報処理装置に含まれてもよい。例えば、運
行情報受信部１１０を含む情報処理装置と、危険状態多発地点分析部１２０を含む情報処
理装置とがネットワークＮ等を介して接続する。そして、多発地点情報送信部１３０を含
む情報処理装置と、危険状態多発地点地図表示部１４０を含む情報処理装置とが、ネット
ワークＮ等を介して接続し、情報処理装置１０として機能するとしてもよい。情報処理装
置１０は、複数の情報処理装置に機能部を分散し、各機能部を並行して実現することで、
処理負荷を軽減できる。
【００４９】
〔機能構成〕
　図１に例示の情報処理システム１において、情報処理装置１０は、運行情報受信部１１
０、危険状態多発地点分析部１２０、多発地点情報送信部１３０、危険状態多発地点地図
表示部１４０の各機能部を有する。
【００５０】
　運行情報受信部１１０は、ネットワークＮを介して接続された運行記録装置１２から、
走行中に記録された運行状況に係る情報を定期的に取得する。ここで、定期的にとは、例
えば、秒単位、分単位、時単位の時間間隔が例示できる。また、例えば、ｋｍ単位等の距
離間隔、地図データのメッシュに応じた緯度・経度毎に取得するとしてもよい。
【００５１】
　運行状況に係る情報には、例えば、車両の走行距離、走行速度、急発進、急加速、急減
速といった加減速等の運行データ、運行記録装置１２が搭載された車両の識別情報、走行
中の車両の緯度・経度といった位置情報、時刻情報等が含まれる。なお、運行記録装置１
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２と該運行記録装置１２を搭載する車両とが対応付けられている場合には、例えば、車両
の識別情報に替えて運行記録装置１２を識別する識別情報を取得するとしてもよい。
【００５２】
　また、運行記録装置１１０は、例えば、ネットワークＮを介して接続された管理装置１
２から、可搬型の記録媒体に記録された走行中の車両の運行状況に係る情報を取得する。
可搬型の記録媒体には、運行記録装置１２により記録された走行中の車両の運行状況に係
る情報が時系列順に格納されている。運行情報受信部１１０は、取得した運行状況に係る
情報を、例えば、記録装置１２の運行情報ＤＢ１１３に格納する。
【００５３】
　危険状態多発地点分析部１２０は、地図情報ＤＢ１１１、運行情報ＤＢ１１３を参照し
、急ブレーキ等の危険状態が発生した地点を特定する。急ブレーキ等の危険状態は、例え
ば、急減速等の運行データから特定できる。また、走行速度の時間変化が所定の閾値を超
えることを条件として急ブレーキ等の危険状態を特定するとしてもよい。例えば、図２で
説明したように、車速が５０ｋｍ／ｈの場合の停止時間は約２．７８秒となる。従って、
例えば、５０／２．７８＝１７．９８＞１７ｋｍｈ／秒を閾値として、急ブレーキ等の危
険状態を特定することができる。
【００５４】
　危険状態多発地点分析部１２０は、特定した危険状態の発生地点に対する危険状態の発
生頻度を算出する。危険状態多発地点分析部１２０は、危険状態の発生頻度の算出におい
て、多重ブレーキといった、一の急ブレーキが発生する事象に関わり、複数の車両に発生
した急ブレーキの発生回数を特定する。危険状態多発地点分析部１２０は、複数の車両が
関わる危険状態の発生事象に対し、所定の範囲内、時間差内であることを判定条件とし、
複数の車両に発生した急ブレーキの発生回数を特定する。危険状態多発地点分析部１２０
は、危険状態の発生頻度の算出において、計数された急ブレーキの発生回数から、特定し
た、一の急ブレーキが発生する事象に対して発生した、複数の車両の急ブレーキの発生回
数を除き、発生頻度を算出する。算出された発生頻度は、例えば、危険状態の発生地点を
含む地図情報（例えば、メッシュＩＤ等）と対応付けられて、記憶装置１２の多発地点情
報ＤＢ１１４に格納される。
【００５５】
　なお、危険状態多発地点分析部１２０は、複数の車両に発生した急ブレーキの発生回数
を特定する判定条件として、例えば、交通情報ＤＢ１１２に格納された交通情報通信シス
テム等から配信される交通情報を参照するとしてもよい。例えば、道路データに対応付け
られた交通規制速度に基づいて判定条件を設定する場合、交通情報ＤＢ１１２に格納され
た交通情報を参照することにより、危険状態の発生地点の交通状況に応じた判定条件を設
定することができる。
【００５６】
　多発地点情報送信部１３０は、多発地点情報ＤＢ１１４に格納された急ブレーキ等の危
険状態多発地帯の情報を、ネットワークＮを介して接続された運行記録装置１２等に通知
する。例えば、多発地点情報送信部１３０は、走行中の車両の緯度・経度と危険状態多発
地帯に対応付けられた地図情報の緯度・経度から、対象となる車両が危険状態多発地帯に
進入したことを判定する。そして、多発地点情報送信部１３０は、例えば、対象となる車
両が危険状態多発地帯に進入したことを契機として、危険状態多発地帯に応じた運転者等
に注意を促す警告メッセージ等のメッセージ情報を通知する。例えば、運行記録装置１２
に通知されたメッセージ情報は、運行記憶装置１２のＥＬパネルといった出力デバイスに
表示され、また、スピーカを介して音声情報として運転者等に報知される。
【００５７】
　なお、例えば、運行記録装置１２が、地図情報を保持し、上述の自車両の位置情報の判
定機能をアプリケーションソフトウェアとして搭載し、多発地点情報送信部１３０より通
知された危険状態多発地帯の情報及びメッセージ情報を処理するとしてもよい。例えば、
運行記録装置１２は、通知された危険状態多発地帯に対応付けられた地図情報の緯度・経
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度と、走行中の車両の緯度・経度から、危険状態多発地帯に進入したことを判定する。そ
して、危険状態多発地帯に進入したことを契機として、危険状態多発地帯に応じたメッセ
ージ情報の表示・音声再生を行うとしてもよい。
【００５８】
　危険状態多発地点地図表示部１４０は、多発地点情報ＤＢ１１４に格納された急ブレー
キ等の危険状態多発地帯の情報を、地図情報と対応付けた画像情報として生成する。図４
に危険状態多発地点地図表示部１４０で生成された画像情報の表示例を示す。図４の表示
例において、領域Ｆ１は、例えば、危険状態多発地帯を含む地図データである。領域Ｆ２
は、危険状態多発地点分析部１２０で特定された急ブレーキ等の危険状態多発地帯である
。領域Ｆ３には、危険状態多発地帯を識別する識別情報である「地点Ｎｏ」に対応付けら
れた「急ブレーキ回数」、「通行量」、「発生率」が表示される。
【００５９】
　図４の表示例において、領域Ｆ３の「地点Ｎｏ」は、危険状態多発地帯を一意に識別す
る識別情報である。「急ブレーキ回数」は、複数の車両から収集された運行状況のデータ
から計数された急ブレーキの発生回数である。「通行量」は、危険状態多発地帯を通行し
た車両総数である。「発生率」は、危険状態多発地帯を通行した車両総数に対して計数さ
れた急ブレーキの発生回数から算出された発生頻度である。
【００６０】
　危険状態多発地点地図表示部１４０は、図４に例示するように、危険状態多発地帯の領
域及び発生頻度を算出するための交通情報と地図情報とを対応付けて画像情報を生成する
。画像情報は、例えば、ビットマップ（BMP：bitmap）形式で生成される。危険状態多発
地点地図表示部１４０で生成された画像情報は、例えば、管理装置１３等で表示可能なJP
EG（Joint Photographic Experts Group）形式に変換され、ネットワークＮを介して接続
された管理装置１３等に通知される。
【００６１】
〔テーブル構成〕
　図５に、多発地点情報ＤＢ１１４に格納された危険状態多発地帯のテーブル例を例示す
る。図５に例示のテーブルは、「地点Ｎｏ」、「始点緯度」、「始点経度」、「終点緯度
」、「終点経度」、「急ブレーキ回数」、「多重ブレーキ回数」、「多重ブレーキ発生率
」、「通行量」、「発生率」、「順位」のカラムを有する。「地点Ｎｏ」カラムには、危
険状態多発地帯を一意に識別する識別情報が格納される。「始点緯度」、「始点経度」、
「終点緯度」、「終点経度」の各カラムには、危険状態多発地帯を含む矩形領域の、地図
データの緯度・経度情報がそれぞれに格納される。「急ブレーキ回数」カラムには、危険
状態多発地帯に対して複数の車両の運行状況から収集された急ブレーキの発生回数が格納
される。「多重ブレーキ回数」カラムには、一の急ブレーキが発生する事象に対して発生
した、複数の車両の急ブレーキの発生回数が格納される。「多重ブレーキ発生率」カラム
には、急ブレーキの発生回数に対する多重ブレーキ回数の割合が格納される。「通行量」
カラムには、危険状態多発地帯を通過した車両の総数が格納される。「発生率」カラムに
は、危険状態多発地帯に対する急ブレーキの発生頻度が格納される。急ブレーキの発生頻
度は、危険状態多発地帯を通過した車両の総数に対する、急ブレーキの発生回数から一の
急ブレーキが発生する事象に対して発生した、複数の車両の急ブレーキの発生回数を減じ
た回数の割合が格納される。「順位」カラムには、発生率の相対的な大小関係に応じて付
与された順位が格納される。
【００６２】
　図５の例では、各危険状態多発地帯を含む地図データの矩形領域の緯度・経度は、１０
秒間隔で区分されている。そして、「発生率」カラムには、「急ブレーキ回数」カラムに
格納された計数値から「多重ブレーキ回数」カラムに格納された計数値を減じた計数値を
「通行量」カラムに格納された車両総数値で除算した割合が格納されている。
【００６３】
　一例として、「地点Ｎｏ」カラムの「００１」の場合では、「急ブレーキ回数」カラム
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には「９３」が格納され、「多重ブレーキ回数」カラムには「１３」が格納され、「通行
量」カラムには「４０００」が格納されている。そして、「発生率」カラムには、（（「
９３」－「１３」）／（４０００））で算出された「０．０２０」が発生率として格納さ
れている。同様に、「地点Ｎｏ」カラムの「００２」の場合では「０．０５０」、「地点
Ｎｏ」カラムの「００３」の場合では「０．０２５」が発生率として格納されている。
【００６４】
　図５の例において、各地点は、発生率の相対的な大小関係に応じて順位付けが行われる
ため、各地点に対応する「順位」カラムには、例えば、「００２」、「００３」、「００
１」の順に順序を示す番号が格納されている。
【００６５】
　また、図５の例では、各地点に対応する「多重ブレーキ回数」カラムには、地点番号順
に、「１３」、「０」、「６」の計数値が格納されている。そして、各地点の「多重ブレ
ーキ発生率」カラムには、「急ブレーキ回数」カラムに格納された計数値に対する「多重
ブレーキ回数」カラムに格納された計数値の割合が格納されている。
【００６６】
　一例として、「地点Ｎｏ」カラムの「００１」の場合では、「多重ブレーキ発生率」カ
ラムには、（「１３」／「９３」）で算出された「１３．９７８」が格納されている。同
様に、「００２」の場合では「０」、「００３」の場合では「１０．７１４」が多重ブレ
ーキ発生率として格納されている。
【００６７】
　図５の例において、例えば、相対的に急ブレーキ発生率の高い、複数の上位地点を危険
状態多発地帯として登録することができる。また、例えば、「地点Ｎｏ」カラムの「００
１」、「００３」といった複数車両による多重ブレーキが計数されている地点を危険状態
多発地帯として登録するとしてもよい。複数車両による多重ブレーキの発生地点は、車両
同士が関与する事故危険性が高い傾向にあるからである。なお、「急ブレーキ回数」カラ
ムに格納された計数値から「多重ブレーキ回数」カラムに格納された計数値を減じた計数
値の大小関係により、複数の上位地点を危険状態多発地帯として登録してもよい。多重ブ
レーキ回数の重畳回数を除いた急ブレーキ回数による危険状態多発地帯の登録を行うこと
ができる。
【００６８】
　また、図５の例において、急ブレーキ発生率で順位付けされた「３」位の「００１」の
多重ブレーキ発生率は、急ブレーキ発生率で順位付けされた「２」位の「００３」の多重
ブレーキ発生率よりも高い。例えば、各地点の急ブレーキ発生率が所定の範囲内に含まれ
る場合には、多重ブレーキ発生率の高いことを条件として順位付けを行うとしてもよい。
【００６９】
　図５に例示のように、本実施形態の情報処理システム１では、特定地点に対する急ブレ
ーキの総発生回数から一の急ブレーキが発生する事象に対して発生した、複数の車両の急
ブレーキの発生回数を減じて、発生頻度を算出できる。このため、本実施形態の情報処理
システム１では、急ブレーキ等の危険状態が発生する危険状態多発地帯の検出精度を高め
ることができる。
【００７０】
　また、本実施形態の情報処理システム１では、一の急ブレーキが発生する事象に対して
発生した、複数の車両の急ブレーキの発生回数を特定することができる。このため、車両
同士が関与する事故危険性が高い傾向にある、多重ブレーキの発生地点を危険状態多発地
帯として登録することができる。
【００７１】
　また、本実施形態の情報処理システム１では、特定地点で発生した急ブレーキの発生回
数に対する、多重ブレーキが発生する割合を算出することができる。このため、例えば、
急ブレーキ発生率で順位付けを行う際に、地点毎に算出された急ブレーキ発生率が所定の
範囲内に含まれる場合では、多重ブレーキ発生率の高いことを条件として順位付けを行う



(14) JP 6201603 B2 2017.9.27

10

20

30

40

50

ことができる。車両同士で発生する事故危険性を考慮した順位付けによる、危険状態多発
地帯の登録が行える。
【００７２】
〔処理フロー〕
　以下、図６を参照し、本実施形態の情報処理装置１０における、危険状態多発地点分析
処理を説明する。図６は、危険状態多発地点分析処理のフローチャートの例示である。図
６に例示の処理は、主に危険状態多発地点分析部１２０により実行される。なお、図６に
例示の危険状態多発地点分析処理では、走行中の車両に発生した急ブレーキ操作を危険状
態として説明する。
【００７３】
　図６に例示のフローチャートにおいて、危険状態多発地点分析処理の開始は、例えば、
ネットワークＮを介して収集された運行状況の情報の登録の時が例示できる。情報処理装
置１０は、ネットワークＮを介して接続された運行記録装置１２、管理装置１３から運行
状況の情報を収集し、例えば、記録装置１２の運行情報ＤＢ１１３に格納する。なお、運
行状況の情報の収集については、図１に例示の情報処理システム１で説明した。
【００７４】
　情報処理装置１０は、例えば、運行情報ＤＢ１１３を参照し、格納された運行データか
ら急減速が発生した車両の検索を行い、急減速が発生した車両に対応付けられた車両の識
別情報、位置情報、時刻情報を抽出する（Ｓ１）。抽出された急減速が発生した車両に対
応付けられた各種情報は、例えば、情報処理装置１０の主記憶部９２の所定の領域に一時
的に記憶される。
【００７５】
　情報処理装置１０は、例えば、地図情報ＤＢ１１１を参照し、格納された地図データか
ら、Ｓ１の処理で抽出された、急減速が発生した車両の位置情報に対応する地点の検索を
行い、該地点を含む所定範囲の地図データ（エリア）を取得する（Ｓ２）。ここで、所定
範囲とは、例えば、図５に例示するように、緯度・経度が１０秒間隔で区分された地図デ
ータ上の矩形領域である。なお、所定範囲のサイズは急減速が発生した地点の地理情報に
応じて選択できる。Ｓ２の処理で取得されたエリアには、例えば、メッシュＩＤ等の識別
番号が付与されている。情報処理装置１０は、取得したエリアの識別番号及びエリアを区
分する始点緯度・経度、終点緯度・経度を、例えば、情報処理装置１０の主記憶部９２の
所定の領域に一時的に記憶する。また、情報処理装置１０は、Ｓ２の処理で取得したエリ
アの識別番号及びエリアを区分する始点緯度・経度、終点緯度・経度を、例えば、記憶装
置１２の多発地点情報ＤＢ１１４に格納する。例えば、取得したエリアの識別番号は、「
地点Ｎｏ」カラムに格納され、エリアを区分する始点緯度・経度、終点緯度・経度は、そ
れぞれ「始点緯度」、「始点経度」、「終点緯度」、「終点経度」カラムに格納される。
【００７６】
　次に情報処理装置１０は、Ｓ１の処理で抽出した車両の位置情報とＳ２の処理で取得し
たエリアの始点緯度・経度、終点緯度・経度から、発生した急ブレーキの位置情報がエリ
ア内に含まれる車両を特定し、特定した車両数を急ブレーキ回数として計数する（Ｓ３）
。なお、特定された車両の各種情報は、例えば、情報処理装置１０の主記憶部９２の所定
の領域に一時的に記憶される。また、計数された急ブレーキ回数は、例えば、多発地点情
報ＤＢ１１４の対応するエリアの「急ブレーキ回数」カラムに格納される。
【００７７】
　次に情報処理装置１０は、Ｓ４－Ｓ９の処理により、Ｓ３の処理で特定された車両に対
し、一の急ブレーキが発生した事象を起因とする、多重ブレーキの発生車両を特定する。
なお、多重ブレーキの発生車両数は、多重ブレーキの発生回数として計数される。
【００７８】
　情報処理装置１０は、Ｓ３の処理で特定された車両の中から、一の車両を選択する（Ｓ
４）。そして、情報処理装置１０は、選択した車両を除く他の車両に対して、多重ブレー
キの判定処理を行い、選択した車両の急ブレーキに起因して発生した多重ブレーキ車両を
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特定する（Ｓ５－Ｓ８）。多重ブレーキの判定処理では、例えば、選択した車両と他の車
両の、急ブレーキが発生した地点での相対的な位置及び発生時刻の関係が所定の範囲内で
あるか否かを判定する。多重ブレーキ判定処理の所定の範囲関係については、図２で説明
した。
【００７９】
　なお、情報処理装置１０は、Ｓ５－Ｓ８の処理では、Ｓ４で選択した車両に対する他の
車両の多重ブレーキの判定処理を実行する。ここで、Ｓ４で選択した車両に対する他の車
両とは、Ｓ３の処理で特定された複数の車両の中で、Ｓ４の処理で選択された車両以外の
他の複数の車両を対象とする。つまり、情報処理装置１０は、Ｓ３の処理で特定された複
数の車両の中からＳ４の処理で選択した車両以外の他の車両を順に対象とし、対象とした
他の車両とＳ４の処理で選択された車両との間の位置関係、時間関係が所定の条件を満た
すことを判定する。情報処理装置１０は、Ｓ４の処理で選択した車両と対象とした他の車
両との間の位置関係、時間関係が所定の条件を満たす場合に、両者に共通した事象による
危険状態が発生したことを特定する。
【００８０】
　Ｓ５の処理では、情報処理装置１０は、例えば、Ｓ４の処理で選択した車両以外の車両
を対象車両とし、選択した車両の急ブレーキの発生位置に対する、対象車両の急ブレーキ
の発生位置が所定の範囲内であるか否か、を判定する。情報処理装置１０は、例えば、選
択した車両に対する対象車両の急ブレーキの発生位置が所定の範囲内である場合には（Ｓ
５，Ｙｅｓ）、Ｓ６の処理に移行する。一方、情報処理装置１０は、例えば、選択した車
両に対する対象車両の急ブレーキの発生位置が所定の範囲内でない場合には（Ｓ５，Ｎｏ
）、Ｓ９の処理に移行する。
【００８１】
　Ｓ６の処理では、情報処理装置１０は、例えば、Ｓ４の処理で選択した車両の急ブレー
キの発生時刻に対して、Ｓ５の判定条件を満たした対象車両の急ブレーキの発生時刻が所
定の範囲内であるか否か、を判定する。情報処理装置１０は、例えば、選択した車両に対
する対象車両の急ブレーキの発生時刻が所定の範囲内である場合には（Ｓ６，Ｙｅｓ）、
Ｓ７の処理に移行する。一方、情報処理装置１０は、例えば、選択した車両に対する対象
車両の急ブレーキの発生時刻が所定の範囲内でない場合には（Ｓ６，Ｎｏ）、Ｓ９の処理
に移行する。
【００８２】
　Ｓ７の処理では、情報処理装置１０は、Ｓ５－Ｓ６の処理で判定条件を満たす対象車両
が、既に多重ブレーキが発生したと判定された車両か否か、を判定する。Ｓ７の処理は、
例えば、Ｓ５－Ｓ６の処理で判定条件を満たす対象車両の識別情報と既に多重ブレーキが
発生したと判定された車両の識別情報との一致により判定できる。
【００８３】
　情報処理装置１０は、例えば、Ｓ５－Ｓ６の処理で判定条件を満たす対象車両が、既に
多重ブレーキが発生したと判定された車両である場合には（Ｓ７，Ｙｅｓ）、Ｓ９の処理
に移行する。一方、情報処理装置１０は、例えば、Ｓ５－Ｓ６の処理で判定条件を満たす
対象車両が、既に多重ブレーキが発生したと判定された車両でない場合には（Ｓ７，Ｎｏ
）、Ｓ８の処理に移行する。
【００８４】
　Ｓ８の処理では、情報処理装置１０は、Ｓ５－Ｓ７の判定条件を満たす車両を、Ｓ４の
処理で選択した車両に対する多重ブレーキの発生車両として特定する。特定した車両は、
例えば、情報処理装置１０の主記憶部９２の所定の領域に一時的に記憶される。なお、情
報処理装置１０は、Ｓ５－Ｓ７の判定条件を満たす車両の識別番号をＳ４の処理で選択し
た車両の識別番号に対応付けて、記憶するとしてもよい。
【００８５】
　Ｓ９の処理では、情報処理装置１０は、Ｓ３の処理で特定された車両中に、Ｓ４で選択
された車両以外の車両が残されているかを判定する。情報処理装置１０は、Ｓ３の処理で
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特定された車両中に、Ｓ４で選択された車両以外の車両が残されている場合には（Ｓ９，
Ｙｅｓ）、既に選択された車両を除いた他の車両を対象としてＳ４－Ｓ９の処理を繰り返
す。一方、情報処理装置１０は、Ｓ３の処理で特定された車両中に、選択する車両が残さ
れていない場合には（Ｓ９，Ｎｏ）、Ｓ１０の処理に移行する。
【００８６】
　Ｓ１０の処理では、情報処理装置１０は、Ｓ８の処理で特定された車両の数量を、計数
する。計数された車両数は、例えば、情報処理装置１０の主記憶部９２の所定の領域に一
時的に記憶される。また、情報処理装置１０は、例えば、計数された車両数を、記憶装置
１２の多発地点情報ＤＢ１１４に格納する。計数された車両数は、例えば、多発地点情報
ＤＢ１１４の対応するエリアの「多重ブレーキ回数」カラムに格納される。
【００８７】
　次に情報処置装置１０は、例えば、運行情報ＤＢ１１３を参照し、Ｓ２の処理で特定し
たエリアの緯度・経度の範囲に含まれる位置情報が記録された車両を抽出し、車両数の計
数を行う（Ｓ１１）。車両数の計数において、情報処理装置１０は、対象となる車両の位
置情報がエリアの緯度・経度の範囲内で所定の時間間隔で連続して検出された車両を一台
として計数する。ここで、所定の時間間隔とは、例えば、ネットワークＮを介して接続さ
れた運行記録装置１２から、運行状況に係る情報を取得する時間間隔である。
【００８８】
　情報処理装置１０は、Ｓ１１の処理で計数した車両数を、例えば、主記憶部９２の所定
の領域に一時的に記憶し、記憶装置１２の多発地点情報ＤＢ１１４に格納する。計数され
た車両数は、例えば、多発地点情報ＤＢ１１４の対応するエリアの「通行量」カラムに格
納される。なお、Ｓ１１の処理では、情報処理装置１０は、例えば、ネットワークＮを介
して接続した公的機関で開示される、カメラ等による定点観測等で計数された通行量を取
得するとしてもよい。
【００８９】
　Ｓ１２の処理では、情報処理装置１０は、Ｓ１１の処理で取得した通行量と、Ｓ３の処
理で計数した急ブレーキ回数と、Ｓ１０の処理で計数した多重ブレーキ回数から、急ブレ
ーキの発生率を算出する。情報処理装置１０は、算出した発生率を、例えば、主記憶部９
２の所定の領域に一時的に記憶し、記憶装置１２の多発地点情報ＤＢ１１４に格納する。
算出した発生率は、例えば、多発地点情報ＤＢ１１４の対応するエリアの「発生率」カラ
ムに格納される。なお、急ブレーキの発生率の算出については、図５のテーブル例で説明
した。
【００９０】
　Ｓ１３の処理では、情報処理装置１０は、Ｓ３の処理で計数した急ブレーキ回数と、Ｓ
１０の処理で計数した多重ブレーキ回数から、多重ブレーキ発生率を算出する。情報処理
装置１０は、算出した多重ブレーキ発生率を、例えば、主記憶部９２の所定の領域に一時
的に記憶し、記憶装置１２の多発地点情報ＤＢ１１４に格納する。算出した多重ブレーキ
発生率は、例えば、多発地点情報ＤＢ１１４の対応するエリアの「多重ブレーキ」カラム
に格納される。なお、多重ブレーキ発生率の算出については、図５のテーブル例で説明し
た。
【００９１】
　情報処理装置１０は、Ｓ２の処理で抽出された全てのエリア対してＳ３－Ｓ１４の処理
を繰り返し行い（Ｓ１４，Ｙｅｓ）、多発地点情報ＤＢ１１４に格納されたエリア毎の急
ブレーキ発生率の大小関係により順位付けを行う（Ｓ１４，Ｎｏ－Ｓ１５）。エリア毎の
急ブレーキ発生率の大小関係により順位付けされた順位値は、多発地点情報ＤＢ１１４の
対応するエリアの「順位」カラムに格納される。なお、Ｓ１５の処理の順位付けは、例え
ば、Ｓ３の処理で計数した急ブレーキ回数から、Ｓ８の処理で計数した多重ブレーキ回数
を減算して得られた計数値の大小関係により順位付けを行うとしてもよい。急ブレーキ回
数に重畳された多重ブレーキ回数を除くことで、危険状態発生地点の検出精度が向上した
計数値による危険状態多発地帯の登録を行うことができる。
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【００９２】
　ここで、情報処理装置１０で実行されるＳ１の処理は、車両の走行情報から、第1の車
両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生場所と、第２の車両において危険
状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出する処理の一例である。また、情報
処理装置１０のＣＰＵ９１等は、車両の走行情報から、第1の車両において危険状態が発
生した第１の時刻と第１の発生場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時
刻と第２の発生場所とを抽出する手段の一例としてＳ１の処理を実行する。
【００９３】
　また、情報処理装置１０で実行されるＳ５－Ｓ１０の処理は、抽出した前記第１の時刻
と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１の発生場所と前記第２の発
生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第１の車両の前記危険状態の
発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１つの危険状態の発生として
カウントする処理の一例である。また、情報処理装置１０のＣＰＵ９１等は、抽出した前
記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１の発生場所と
前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第１の車両の前
記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１つの危険状態
の発生としてカウントする手段の一例としてＳ５－Ｓ１０の処理を実行する。
【００９４】
　なお、第１の車両とは、上述したように、Ｓ４の処理で選択された車両に相当し、第２
の車両とは、Ｓ３の処理で特定された複数の車両の中の、Ｓ４の処理で選択された車両以
外の他の車両に相当する。第１の車両に対し、Ｓ３の処理で特定された複数の車両の中か
ら第１の車両以外の他の車両を対象車両（第２の車両）として上述の処理を繰り返し実行
することで、複数車両に共通する事象により発生した危険状態が特定される。
【００９５】
　また、情報処理装置１０で実行されるＳ３の処理は、前記危険状態の発生回数を車両別
に計数する処理の一例である。また、情報処理装置１０のＣＰＵ９１等は、前記危険状態
の発生回数を車両別に計数する手段の一例としてＳ３の処理を実行する。
【００９６】
　また、情報処理装置１０で実行されるＳ１０の処理は、前記統合された危険状態の発生
回数を計数する処理の一例である。また、情報処理装置１０のＣＰＵ９１等は、前記統合
された危険状態の発生回数を計数する手段の一例としてＳ１０の処理を実行する。
【００９７】
　また、情報処理装置１０で実行されるＳ１２の処理は、前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を減算して
差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危険状態の発生場所が含まれる領域
の危険状態の発生率を算出する処理の一例である。また、情報処理装置１０のＣＰＵ９１
等は、前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の
発生回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合され
た危険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する手段の一例としてＳ
１２の処理を実行する。
【００９８】
　また、情報処理装置１０で実行されるＳ１３の処理は、前記統合された危険状態の発生
回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値で除算し、前
記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発生率を算出する処理の一例である
。また、情報処理装置１０のＣＰＵ９１等は、前記統合された危険状態の発生回数を計数
した計数値を前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値で除算し、前記統合され
た危険状態の発生事象に対する危険状態の発生率を算出する手段の一例としてＳ１３の処
理を実行する。
【００９９】
〔通知例〕
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　図７に、多発地点情報ＤＢ１１４に格納された急ブレーキ等の危険状態多発地帯の情報
の通知例を例示する。図７に例示のように、本実施形態の情報処理システム１では、ネッ
トワークＮを介して接続された運行記録装置１２等に対し、領域範囲Ｇ１を走行する車両
が危険状態多発地帯Ｇ２に進入したことを警告できる。
【０１００】
　本実施形態の情報処理システム１の情報処理装置１０では、例えば、領域範囲Ｇ１を走
行中の車両の緯度・経度と危険状態多発地帯Ｇ２に対応付けられた地図情報の緯度・経度
から、対象となる車両が危険状態多発地帯Ｇ２に進入したことを判定する。そして、情報
処理装置１０は、例えば、車両に搭載された運行記録装置１２に対し、警告音や警告メッ
セージといった形態で運転者等に報知可能なメッセージ情報を通知する。
【０１０１】
　例えば、メッセージ情報の通知を受けた運行記録装置１２では、出力部９６のＥＬパネ
ルといった出力デバイスを介して警告メッセージが表示される。また、メッセージ情報の
通知を受けた運行記録装置１２では、例えば、出力部９６のスピーカを介して音声情報に
より、再生された警告メッセージが発せられる。
【０１０２】
　さらに、本実施形態の情報処理システム１では、図８に例示するように、急ブレーキ等
の危険状態多発地帯において、多重ブレーキが発生することをメッセージ情報として通知
することができる。
【０１０３】
　図８は、急ブレーキ等の危険状態多発地帯において、多重ブレーキが発生する場合に通
知されるメッセージ情報を説明する図例である。図８に例示の説明図において、多重ブレ
ーキの発生地点は、図２の説明図と同様に、図中の上下方向に延伸する経路Ａと図中の左
右方向に延伸する経路Ｂとが交差する交差点Ｐである。例えば、交差点Ｐの手前から経路
Ｂを右方向に進行する車両では、交差点Ｐの手前から経路Ａを下方向に進行する車両に対
して建物Ｃが遮蔽物となるため見通しが不良となる。また、例えば、交差点Ｐの手前から
経路Ａを下方向に進行する車両では、同様に、交差点Ｐの手前から経路Ｂを右方向に進行
する車両に対して建物Ｃが遮蔽物となるため見通しが不良となる。なお、経路Ａの道路幅
と経路Ｂの道路幅との関係は、経路Ａの道路幅＜経路Ｂの道路幅の関係にあり、経路Ａを
走行する車両は、経路Ｂを走行する車両に対して徐行等により安全確認が課せられる。
【０１０４】
　図８に例示の説明図では、例えば、経路Ｂを走行する車両Ｄ１，Ｄ２、Ｄ３に対し、例
えば、「前方車両に注意してください」といった、多重ブレーキが発生することを警告す
る、警告メッセージ等を通知することができる。また、経路Ｂと交差する経路Ａを走行す
る車両Ｄ４に対し、例えば、「交差点への飛び出しに注意して下さい」といった多重ブレ
ーキの事象となる操作行為の自制を促す、警告メッセージ等を通知することができる。
【０１０５】
　また、図８に例示の説明図では、例えば、経路Ｂに合流する経路Ｃとの合流地点で多重
ブレーキが発生する場合では、経路Ｂを走行する車両Ｄ５に対し、「合流車両に注意して
ください」といった警告メッセージを通知することができる。また、経路Ｃを走行する車
両Ｄ６に対し、例えば、「合流車線への飛び出しに注意して下さい」といった多重ブレー
キの事象となる操作行為の自制を促す、警告メッセージ等を通知することができる。
【０１０６】
《コンピュータが読み取り可能な記録媒体》
　コンピュータその他の機械、装置（以下、コンピュータ等）に上記いずれかの機能を実
現させるプログラムをコンピュータ等が読み取り可能な記録媒体に記録することができる
。そして、コンピュータ等に、この記録媒体のプログラムを読み込ませて実行させること
により、その機能を提供させることができる。
【０１０７】
　ここで、コンピュータ等が読み取り可能な記録媒体とは、データやプログラム等の情報
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を電気的、磁気的、光学的、機械的、または化学的作用によって蓄積し、コンピュータ等
から読み取ることができる記録媒体をいう。このような記録媒体のうちコンピュータ等か
ら取り外し可能なものとしては、例えばフレキシブルディスク、光磁気ディスク、ＣＤ－
ＲＯＭ、ＣＤ－Ｒ／Ｗ、ＤＶＤ、ブルーレイディスク、ＤＡＴ、８ｍｍテープ、フラッシ
ュメモリなどのメモリカード等がある。また、コンピュータ等に固定された記録媒体とし
てハードディスクやＲＯＭ等がある。
【０１０８】
《その他》
　以上の実施形態は、さらに以下の付記と呼ぶ態様を含む。以下の各付記に含まれる構成
要素は、他の付記に含まれる構成と組み合わせることができる。
（付記１）
　車両についての危険状態の発生回数の計数に用いられるプログラムにおいて、
　コンピュータに、
　車両の走行情報から、第1の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し
、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントする、
　処理を実行させるための情報管理プログラム。
（付記２）
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生
回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危
険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する、
　処理をさらに実行させるための付記１に記載の情報管理プログラム。
（付記３）
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値で除算し、前記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発
生率を算出する、
　処理をさらに実行させるための付記１に記載の情報管理プログラム。
（付記４）
　車両についての危険状態の発生回数の計数に用いられる管理方法において、
　コンピュータが、
　車両の走行情報から、第1の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出し
、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントする、
　処理を実行する情報管理方法。
（付記５）
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生
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回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危
険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する、
　処理をさらに実行する付記４に記載の情報管理方法。
（付記６）
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値で除算し、前記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発
生率を算出する、
　処理をさらに実行する付記４に記載の情報管理方法。
（付記７）
　車両の走行情報から、第１の車両において危険状態が発生した第１の時刻と第１の発生
場所と、第２の車両において危険状態が発生した第２の時刻と第２の発生場所とを抽出す
る手段と、
　抽出した前記第１の時刻と前記第２の時刻とが所定の時間幅内であり、かつ、前記第１
の発生場所と前記第２の発生場所とが所定の距離範囲内であることを検出すると、前記第
１の車両の前記危険状態の発生と、前記第２の車両の前記危険状態の発生とを統合して１
つの危険状態の発生としてカウントする手段と、
　を備える情報処理装置。
（付記８）
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数した計数値から前記統合された危険状態の発生
回数を計数した計数値を減算して差分値を求め、前記差分値に基づいて前記統合された危
険状態の発生場所が含まれる領域の危険状態の発生率を算出する手段と、
　をさらに備える付記７に記載の情報処理装置。
（付記９）
　前記危険状態の発生回数を車両別に計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数し、
　前記統合された危険状態の発生回数を計数した計数値を前記危険状態の発生回数を車両
別に計数した計数値で除算し、前記統合された危険状態の発生事象に対する危険状態の発
生率を算出する手段と、
　をさらに備える付記７に記載の情報処理装置。
【符号の説明】
【０１０９】
１　情報処理システム
１０、９０　情報処理装置
１１　記憶装置
１２　運行記録装置
１３　管理装置
９１　ＣＰＵ
９２　主記憶部
９３　補助記憶部
９４　通信部
９５　入力部
９６　出力部
１１０　運行情報受信部
１１１　地図情報ＤＢ
１１２　交通情報ＤＢ
１１３　運行情報ＤＢ
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１１４　多発地点情報ＤＢ
１２０　危険状態多発地点分析部
１３０　多発地点情報送信部
１４０　危険状態多発地点地図表示部

【図１】 【図２】
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